
（6）令和３年（２０２1年）1０月３０日 No.222町田市議会だより

●成年後見制度利用者数の需要が年々高まっている。支援体制を強化するとと
もに、需要に合わせて、さらなる予算確保に努められたい。

●町田市葬祭事業については、事業の在り方が変わったとしても、事業の理念
をしっかりと理解し、これまで協力していただいている組合、市内の葬祭事
業所などからよりヒアリングするなど調査をし、利用する市民の安心を継続
されたい。

●実地指導の際には、障がい福祉課、子ども発達支援課、子育て推進課、保育・幼
稚園課等、関連する課の職員が共に立ち会う件数を増やすよう努められたい。

●障がい者虐待相談件数において、実際の発生件数との大きな乖離が推測され
る。相談窓口のさらなる周知を図られたい。

●ひかり療育園の民間への引継ぎの際には、これまで果たしてきた役割を継承
し、さらに発展できるよう必要な支援を行われたい。

●介護人材バンクによる就労人数は、目標人数を達成しているが、オンライン
での就労相談に応じられない方も視野に入れて、事業を進められたい。

●シルバーピアの協力員業務委託について、既存の生活協力員の住居は市の責
任で確保されたい。

●高齢者指定収集袋減免事業においては、ニーズに応じて５リットルの袋も配
付するよう求める。

●必要な人が必要な時に利用できるように生活保護制度について広く周知する
ことを求める。

●新型コロナウイルス感染自宅療養者への対応も含めて、在宅・訪問医療・看
護の充実のための支援をより一層強化されたい。

●自殺対策推進協議会については、小中学校の校長それぞれ１名ずつが委員と
なっているが、万が一欠席となる場合には、代理で別の校長が必ず出席する
よう努められたい。

●狂犬病予防注射については、案内業務の主体がどこであっても以前の接種率
を維持できるよう努められたい。

●データヘルス計画に基づき実施した施策について、分析結果も記載されたい。
●在宅で療養する高齢者の生活を支えるため、医療と介護の連携支援センター
の専門スタッフの拡充など体制を強化し、エビデンスや医療、介護情報の共
有化など具体的に仕組みづくり等により取り組まれたい。

【認定第３号】
● ２０１９年度に比して、２０２０年度は医業外収益は増加しているものの、医業収益
は減少している。特に入院収益の減少額が著しい。入院したくても入院でき
ない患者さんが出ないように、引き続き、二次救急医療機関としての充実に
努められたい。

●保育室については、市民病院利用者への保育サービスの提供について検討さ
れたい。

� など計６７件の意見を附帯決議として付しました。

● 指定管理者等が労働環境について気軽に相談等ができるよう、労務関係の専
門家との意見交換の場を設けることや、聞き取りの際に同行していただく等
の取組を進められたい。

●指定管理者等に対し労務管理の専門家が直接審査する「労働環境モニタリン
グ等の労働条件審査」の導入を検討されたい。

●人材育成事業について、研修報告書の実務に生かせる内容については、積極
的に共有されたい。

●市内事業者への発注に関しては、引き続き他部署への働きかけを行い、市内
事業者の受注率向上をされたい。

●工事請負契約の一定業種について、くじによる受注者決定が多い。市内事業
者の意欲発揚、活性化のため、最低制限価格の在り方を含め検討されたい。

●コロナ禍での厳しい財政状況においても、財政指標を注視しながら適切な予
算編成に取り組まれたい。

●公共施設再編、複合化については、老朽化した高齢者・医療などの公共的施
設の建て替え需要への対応も視野にいれ、調査、検討をされたい。

●クレジットカード、スマホ決済、口座振替などキャッシュレスによる市税納
付の利便性向上に努められたい。

●コロナ禍による厳しい経済状況において、納税が困難な方に対する徴収猶予
制度の周知等、丁寧な対応を求める。その上で、収納率の向上及び不納欠損
額の減少に資する施策を丁寧に進められたい。

●労働関連セミナーの開催については、オンラインをより一層活用するなど利
用者の機会損失にならないよう努められたい。

●特定生産緑地制度について、農地所有者が最も適切な選択肢を得られるよう
引き続き丁寧に情報提供及び相談事業を続けられたい。

●里山環境保全活用促進事業においては、地域活性化や来訪者との交流の視点
からも、起爆剤となりうる小野路宿里山交流館に続く２つ目の新たな交流・
回遊拠点の早期開設を求めたい。

●創業支援については、民間事業者・シェアオフィス事業者のみならず近隣大
学含め産官学連携をさらに積極的に進められたい。

●町田市事業者承継推進ネットワークの取組について、事業のさらなる充実に
向け、課題を共有する士業をはじめとした様々な民間機関との連携について
も検討願いたい。

●新型コロナウイルス感染症の影響を受ける中小企業支援に際しては、不公平
のない仕組みづくりに取り組まれたい。

� など計３７件の意見を附帯決議として付しました。

決算審査（健康福祉）
認定すべきものと決定

決算審査（総務）
認定すべきものと決定
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5,589,856,104 2.5
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(6.6%)

8,997,101,000 4.0
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商工費 3,926,907,437円
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９月８日・９日・１５日・２９
日に議案６件、認定１件
の審査を行いました。

９月８日・９日・１５日に議案
５件、請願１件、認定２件
の審査を行いました。 総　務健康福祉

審査から 令和２年度一般会計・特別会計決算、
令和２年度下水道事業会計・病院事業会計決算を審査

　本定例会では、決算についても各常任委員会で審査しました。各常任委員会では活発に質疑が行われ、決算審
査の結果「認定すべきもの」と決し、多数の意見が付されました。

町
田
市
民
ホ
ー
ル
空
気
調
和

設
備
改
修
工
事
請
負
契
約

令
和
３
年
度
（
２
０
２
１
年

度
）
町
田
市
一
般
会
計
補
正

予
算
（
第
４
号
）

～
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
対

策
に
つ
い
て
～


